



































































































































































度の立証が求められるか分からないために、審査官は慎重に審査しているのではないか。これにより、審査コストや審査時間、訴訟コスト等が一時的に上がってい はないか。すなわち、上記のように、私的独占や優越的地位の濫用ではエンフォースメント 立法によって高くなってしまった時期に、同時に、二〇一三年独占禁止法改正により審判制度が廃止され、すべての事件がまず裁判所の審査を経ることになったため、審査官が裁判所の求める立証の内容や立証の程度が読めず 審査に慎重になり、審査コストも高くなって る可能性である。 重の意味で執行がゆがめられている可能性 ある。　
そうであるとすれば、現在は過渡期 すぎず、課徴金対象行為である私的独占および優越的地位の濫用については、
課徴金導入後の数年間や、あるいは優越的地位 濫用の場合は、初期の事件につい 実体法のルール等も確立してないために、たまたま法執行が滞っているだけかもし な 。とすると、法解釈および立証ルールが確立すれば、今後はこれらのコストは減少していくという楽観的な見方もあり得 。　
不当な取引制限についても、同様の理由から執行が停滞している可能性がある。とりわけ審判制度廃止の独占禁














為による社会的損失や外部不経済 内部化によ 当該行為 抑止の必要性と、理由については様々な説明ができよう。　
②の適法な行為を萎縮させる危険は、補完的な考慮要素にすぎない ①が大きくても、行為者は違法と認識せず行










































































































































































会報告書』は、 「確約制度は、……競争上の問題の早期是正、事業者と公正取引委員会が協力して実態解明・事件処理を行う領域の拡大に資するものであることから、できる限り速やかな施行が強く望まれる」とし、 「カルテル 入札談合以外の行為については、確約制度を通じた効率的・効果的な事件処理が期待されるため、確約制度の導入後の運用状況を踏まえ、見直しの必要性を検討することが 果 と考えられる」 （第三の一〇（二）ウ）とし、エンフォースメントの見直しは確約手続施行後の課題とされた。ここでは、この点も検討しよう。　
伝統的私的独占は、排除措置命令（七条）の対象であるとともに、一部の支配型私的独占（七条の二第二項）およ
























































































































































































































































































る（七条の二第四項かっこ書き） 、六％の課徴金は課しう とも考えられる。勧告 決昭和四七・九・一八審決集一九巻八七頁（東洋製罐事件）における北海製罐に対する支配行為等が想定できよう。
（
（（）　
公取委「確約手続に関する対応方針」 （二〇一八年九月二六日）は、 「広く第三者の意見を参考にする必要があ と認める場合に
は」 、 「第三者からの意見を募集する」 （七）とし、義務的とし ない。
（
（（）　










これができるか議論があったが、 「確約手続に関する対応方針」は、 「取引先等に提供させた金銭的価値の回復」について、 「例え
ば、被通知事業者が取引先に対して 商品又は役務を購入した後に契約で定めた対価を減額することや、当該取引に係る商品又は役務以外の商品又は役務を購入させることが違反被疑行為に該当する場合 は 被通知事業者が収受した利得額や 先 実費損害額を当該取引先に返金することが措置内容の十分性を満たすために有益である （六（三）イカ）としている。一定の場合には、 「十分
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一〇四
性」の要件（四八条の三第三項一号）により強制できるという立場であろう。
